
新市場開拓に向けた水田リノベーション事業 
実施要綱の制定について 

 

２ 政 統 第 1 9 1 2 号 

令 和 ３ 年 １ 月 2 9 日 

農林水産事務次官依命通知 

 

制定  令和３年１月 29 日付け２政統第 1912 号 

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知 

 

 

この度、新市場開拓に向けた水田リノベーション事業について、別紙のとおり新市

場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要綱が定められたので、御了知願いた

い。 

 なお、本事業の円滑かつ的確な実施に御配慮をお願いする。 

  以上、命により通知する。 
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新市場開拓に向けた水田リノベーション事業実施要綱 

 

制  定 令和３年１月 29 日付け２政統第 1912 号 

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知 

 

第１ 趣旨 

   新型コロナウイルス感染症の影響等により主食用米の需要が減少する中、水田農業を活

性化させていくためには、輸出や加工品の製造といった、今後も成長が見込まれる新たな

需要に対応していくことが必要である。 

   こうした国内外の新たな需要に対応するためには、産地と実需者の結びつきを強化する

とともに、これら両者の強い連携に基づく、実需者ニーズに応じた米、野菜等の生産及び

需要の更なる創出・拡大に向けた環境整備等を推進していくことが重要である。 

   このため、水田農業を新たな需要拡大が期待される作物の生産等を行う農業へと刷新す

るべく、実需者ニーズに応えるための低コスト生産等の取組及び需要の創出・拡大のため

の施設の導入を支援する。 

 

第２ 事業内容 

   新市場開拓に向けた水田リノベーション事業（以下「本事業」という。）は、次に掲げ

る事業により構成するものとし、事業・メニュー、事業実施主体、取組主体、採択要件及

び補助率については、別表のとおりする。 

１ 実需者ニーズ対応低コスト生産等支援事業 

  水田リノベーション産地・実需協働プラン（農林水産省政策統括官（以下「政策統括

官」という。）が別に定めるところにより作成する計画をいう。以下「水田リノベーショ

ンプラン」という。）に基づき、取組主体が実需者ニーズに応えるための低コスト生産等

に取り組む農業者に対して取組面積に応じた定額助成を行うために必要な経費について、

事業実施主体が取組主体に補助する事業。 

２ 需要創出・拡大整備支援事業 

  水田リノベーションプランに基づき、事業実施主体が需要の創出・拡大に向けて輸出等

の需要に応じた加工品の生産体制の強化の取組や国産原材料への切替えのために必要とな

る施設を整備する取組に必要な経費について、都道府県が事業実施主体に補助する事業。 

 

第３ 事業の成果目標 

   第２の１の事業の取組主体及び第２の２の事業の事業実施主体は、農業者と実需者の結

びつきを強化するとともに、これら両者の強い連携に基づく、実需者ニーズに応じた米、

野菜等の生産及び需要の更なる創出・拡大に向けた環境整備を推進する上での具体的な成

果目標を設定することとし、その成果目標の目標年度までの達成に向けた取組を実施する

ものとする。 

なお、事業実施主体及び取組主体が達成すべき成果目標の基準及び目標年度は、政策統

括官が別に定めるものとする。 

 

第４ 事業実施手続等 

１ 第２の１の事業の事業実施主体の長は、政策統括官が別に定めるところにより、業務方

法書を作成し、地方農政局長等（北海道に主たる事務所を置く事業実施主体にあっては北
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海道農政事務所長、沖縄県に主たる事務所を置く事業実施主体にあっては内閣府沖縄総合

事務局長、その他の都府県にあっては地方農政局長をいう。以下同じ。）に提出して、そ

の承認を受けるものとする。 

２ １の業務方法書の変更に係る手続は１に準じて行うものとする。 

３ 第２の１の事業の事業実施主体の長及び第２の２の事業の都道府県知事は、政策統括官

が別に定めるところにより、それぞれ都道府県取組計画書又は事業実施計画を作成し、地

方農政局長等に提出し、その承認を受けるものとする。 

 ４ ３の都道府県取組計画書及び事業実施計画の重要な変更は、政策統括官が別に定めるも

のとする。その際の手続は、予算額の配分を行う場合を除き、３に準じて行うものとす

る。 

 

第５ 事業実施期間 

事業実施期間は、令和３年３月 31日までとする。 

 

第６ 助成措置 

１ 国は、予算の範囲内において、第２の事業の実施に必要な経費について、政策統括官が

別に定めるところにより補助するものとする。 

２ 国は、交付した補助金に不用額が生じることが明らかになった時は、第２の１の事業に

ついては事業実施主体の長に対し、第２の２の事業については都道府県知事に対し、政策

統括官が別に定めるところにより、補助金の一部若しくは全部の減額又は既に交付された

補助金の一部若しくは全部の返還を求めることができるものとする。 

３ 第２の１の事業に関し、取組主体は、農業者が水田リノベーションプランに基づく取組

の全部又は一部を実施しなかった場合その他政策統括官が別に定める場合は、政策統括官

が別に定めるところにより助成金の返還を求めるものとし、返還された助成金は、事業実

施主体を通じて国に返還しなければならない。 

 

第７ 事業実施状況の報告等 

１ 第２の１の事業の事業実施主体の長及び第２の２の事業の都道府県知事は、政策統括官

が別に定めるところにより、それぞれ事業実施状況及び評価をとりまとめ、地方農政局長

等に報告するものとする。 

２ 国は、事業の実施効果など本事業の実施に必要な事項に関する調査を行うとともに、そ

の内容を公表することができるものとする。 

 

第８ 指導推進等 

１ 国は、本事業の効率的かつ効果的な推進を図るため、都道府県及び事業実施主体に対

し、必要な指導又は助言を行うものとする。 

２ 都道府県は、本事業の効果的かつ適正な推進を図るため、市町村及び農業団体等関係  

機関との密接な連携による推進体制の整備を図り、本事業の推進指導に当たるものとす

る。 

 

第９ 他の施策との関連 

本事業を実施するに当たり、都道府県及び事業実施主体は政策統括官が別に定める関連す

る施策との連携が図られるように努めるものとする。 
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第 10 委任 

  本事業の実施につき必要な事項については、本要綱に定めるもののほか、政策統括官が別

に定めるものとする。 

 

附則（令和３年１月 29日付け２政統第 1912号） 

本要綱は、令和３年１月 29日から施行する。 
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別表（第２関係） 

事業・メニュー 事業実施主体 取組主体 採択要件 補助率 

１ 実需者ニー

ズ対応低コス

ト生産等支援

事業 

都道府県農

業再生協議会

（経営所得安

定対策等推進

事業実施要綱

（平成 27 年４

月９日付け 26

経営第 3569 号

農林水産事務

次官依命通知

（以下「推進

事業実施要

綱」とい

う。）第２の

１の（２）に

定めるものを

いう。） 

地域農業再

生協議会（推

進事業実施要

綱第２の２の

（２）に定め

るものをい

う。） 

 次に掲げる全ての要件を満

たすこととする。 

 

（１）取組主体が政策統括官

が別に定める成果目標の基

準を満たしていること。 

 

（２）政策統括官が別に定める

要件を満たしていること。 

 

 定額 

（政策統括官

が別に定める

とおり。） 

２ 需要創出・

拡大整備支援

事業 

（１）輸出拡大 

・農産物処理加

工施設 

・集出荷貯蔵施

設 

 

（２）国産シェ

ア拡大 

・農産物処理加

工施設 

・集出荷貯蔵施

設 

 ＧＦＰ（農

林水産物・食

品輸出プロジ

ェクト）又は

ＫＫＰ（コメ

海外市場拡大

戦略プロジェ

クト）に加入

している実需

者 

  次に掲げる全ての要件を満た

すこととする。 

 

（１）政策統括官が別に定める

成果目標の基準を満たしてい

ること。 

 

（２）政策統括官が別に定める

要件を満たしていること。 

 

（３）当該施設の整備による全

ての効用によって全ての費用

を償うことが見込まれるこ

と。 

 

 事業費の 

１／２以内 

 ただし、実

施計画の１年

度当たりの補

助金の上限額

は、１計画当

たり６億円と

する。 

 




